
消費税8%への増税、社会保障の改悪など国の悪政のもと

市民の暮らしを
守る吹田へ
「住民福祉の増進」

（地方自治法第2条
）
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5月議会 　5月13日から6月6日まで定例市議会が開かれ、上垣優子議員が代表質問を行いその他6人が個人
質問を行いました。また、役員選挙も行われ村口始議員が副議長に選ばれました。

　4月には消費税が8%に引き上げられましたが、厚労
省調査では4月の賃金は24か月連続減少しており、年
金は昨年に続き0.7%引き下げられ市民の暮らしは踏ん
だり蹴ったりです。今、増税と社会保障削減が同時進行
するもと、市民の生活を守るため何をなすべきか問われ
ています。「他市ではやっていないから」と廃止・縮小
された弱い立場の人たちを支えてきた事業の復活や、再
構築が求められています。
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）意見書・請願の状況

　　　　　　 　  空襲被害者等援護法（仮称）の早期成立を求める意見書

　　　　　　 　  要支援者に対する介護予防給付の継続、特別養護老人ホームへの入所
を要介護3以上に限定しないこと及び介護サービス利用者の負担増中止を求める意見書

総合的・体系的若者雇用対策を求める意見書

■ 「NTT都市開発株式会社による（仮称）吹田市山手町1丁目計画に関し、生活環境の維持に配慮した指導を求める請願」（村口議員が筆頭紹介議員）は
　 全会一致で採択されました。
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（竹内退席）

私立幼稚園保護者
補助金を改定

公立保育所民営化
関連予算を削除

市民病院に対し新病院
建設用地を市が出資

 　国の「私立幼稚園就園奨励
費」を補うため、この補助金が
あり、世帯の所得などに応じた
ものになるよう、市民税額を
基準に保護者に支給している
補助金。今回就園奨励費の単
価改定に併せて、H26年4月
分から変更します。
　保護者負担は、所得階層に
より減額または現状維持。第
三子については所得制限がなく
なり負担ゼロとなります。

　3月議会での「公立保育所民
営化移管先選定委員会」設置
条例撤回に基づいて、市は関
連する民営化計画推進予算を
削除しました。福祉環境委員会
では「H28年度からの民営化
に賛成」の立場から、吹田新
選会は反対。

　来年4月採用予定者のうち43人を前
倒しで秋から採用することを決定。
　行政の維新プロジェクトに基づく3年
間の採用凍結で、職員削減計画を120
人超過達成しています。各事業の担い手
が不足しているため、日本共産党は職員
採用の再開を強く求めてきました。通常
どおり共同採用試験を行っていれば費用
は約100万円であるのに対し、今回は
市独自採用試験を行うため775万円の
支出が必要になるなど、定期的な職員
採用を怠った結果、不必要な支出が生ま
れたことは問題です。職員採用再開につ
いて、みんなの党以外は賛成。

　今回の中間見直しは、市役所の経営的視点や「自助・共助・公助」の役割分担を前提とし、現行
の計画に井上・維新流の考え方を盛り込ませるものであったため、日本共産党は反対しました。地
域別のまちづくり計画も削除されており、他会派からも異論がでて、みんなの党だけが賛成し否決。

　吹田操車場跡地に新市民病
院を建設する計画に基づき、
区画整理した後に独法市民病
院が移転用地を取得できるよう
にするため、市の土地と土地に
関わる権利を出資するもの。
吹田新選会を除く賛成多数で
可決。

維新流
公的福祉の
解体でなく

第三次総合計画（2005年～2020年）
中間見直しを否決

井上市政において
廃止・縮小された
吹田市独自事業

主な例

1億3718
2572
7328

1億2880
1億9523
3億5175
2億3347

■生活困窮者支援事業（歳末見舞金）　廃止
■高齢者団体用福祉バス貸し付け事業　縮小
■福祉巡回バスきぼう号　廃止
■はり・灸・マッサージ助成事業　廃止
■介護・居宅サービス利用者負担額の助成　廃止
■福祉年金事業　拡充・縮小　
■老人医療費助成　廃止

4年間の削減額  (万円)

5月議会で決まったこと

市職員採用を再開

そのうえ
国保料1人当たり1万4748円引き上げ、3年で7億7831万円負担増！


